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対策９．収集運搬の効率化・最適化 

① 対策の概要 
産業廃棄物収集運搬業務の効率化・最適化を推進し、トータルの車両走行距離を減らしたり、

燃料消費量の少ない運送方法を選択することにより、温室効果ガス排出量を削減することができ

ます。具体的な取り組みとしては、鉄道や船舶へのモーダルシフト、運行管理の実施、収集運搬

の協業化・協同組合化によるルート収集の実施等があります。 

② 対策導入事例 

株式会社リバイブ 
愛知県弥富市西中地町五右 135-2 
0567-65-8870 
http://www.revive.co.jp/ 

施設見学 
要問合せ 

 
・産業廃棄物の収集運搬及び中間処理時の電力及び燃料消費に伴う二酸化炭素排出量を処理量あ

たりの原単位で毎年 1%改善することや、最終処分量を削減すること等を環境目標として自主的

に掲げており、進捗管理を行っている。二酸化炭素排出原単位については、目標を大きく超過

して達成している。 
・収集運搬用車両の軽油消費量については、直近の実績では目標を達成しなかったため、これま

で実施してきた急発進・急加速の抑制やアイドリングストップ等のエコドライブの推進に加え、

収集運搬の効率化・最適化対策として、最短ルートの選定、トラックの最適積載量の選択等を

行い、目標達成に努力している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：株式会社リバイブホームページ

③ 温室効果ガス削減効果 
収集運搬の効率化・最適化の効果は、走行距離、燃費、運搬方法等に現れるため、温室効果ガ

ス排出削減量は、対策導入前後の温室効果ガス排出量の差より算定します。 

排出量削減に向けた具体的な運行管理の方法や、収集運搬の協業化・協同組合化によるルート

収集の事例、各取組による削減量については、今後、会員からの情報収集を進める予定です。 

 
温室効果ガス排出削減量（tCO2）＝ 対策導入前の CO2排出量（tCO2）－ 対策導入後の CO2排出量（tCO2） 

・対策導入前後の CO2排出量は、燃焼種ごとに対策導入前後の活動量に排出係数を乗じて計算。 

 

④ その他特記事項 
・ 鉄道や船舶による産業廃棄物の運搬に伴う温室効果ガス排出量算定方法については、「ロジ

スティクス分野における CO2 排出量算定方法共同ガイドライン ver.3.0，経済産業省・国土

交通省」等を参考にして下さい。 

社屋全景（太陽光発電、太陽光採光システム、屋上緑化等の状況）
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対策１０．バイオマス燃料の使用 

(１) バイオディーゼル（BDF） 

① 対策の概要 
廃食用油等のバイオマスから製造されるバイオディーゼル（BDF）の燃焼に伴い発生する二酸

化炭素は温室効果ガスの排出として計上しないため（カーボン・ニュートラル）、収集運搬車両

（ディーゼル車）の燃料に BDF を使用することで、温室効果ガス排出量を削減することができ

ます。ディーゼル車で BDF を使用するには、BDF が混合された軽油を使用する方法（軽油品確

法に基づき混合割合は 5%まで）と、軽油との混合を行わずに BDF を 100%の濃度で使用する方

法があり、自社で BDF の製造を行う場合（自家消費）は、BDF を 100%の濃度で使用すること

ができます。 

BDF を車両に使用する際は、管轄する陸運局に事前に申請を行うことが必要となります。なお、

BDFを100%の濃度で使用する場合、車両のメーカー保証を受けられなくなるケースがあるため、

事前にメーカー等への確認が必要となります。 

② 対策導入事例 

株式会社太陽産商 
和歌山県和歌山市西浜 1660 番地 10 
0120-453-705 
http://www.taiyosansho.co.jp/ 

施設見学可 

 
・廃食用油（業務用の使用済み天ぷら油）を廃油回収車で回収し、自社のプラントでバイオディー

ゼルを製造している。製造したバイオディーゼルは、軽油の代替燃料として、自社のパッカー

車に使用している。 
・産業廃棄物を未来の資源またはバイオマス資源と捉え、回収・処理・リサイクル製品の製造ま

で一貫したリサイクルシステムを構築している。環境保全及び地球温暖化防止に向け、化石燃

料使用削減と二酸化炭素の排出削減に積極的に取り組んでいる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：株式会社太陽産商ホームページ

バイオディーゼル製造プラント

自社でのバイオディーゼル給油の様子

BDF 製造・利用フロー
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③ 温室効果ガス削減効果 
BDF の使用による温室効果ガス排出削減効果は、BDF 使用量と等量の軽油が削減されると見

なし、BDF 使用量を用いて以下の計算式で算定します。前頁の事例と同等程度の BDF 使用を行っ

た場合、年間で約 1,400（tCO2）の温室効果ガス排出量が削減されます。 

 
温室効果ガス排出削減量（tCO2）＝ 

収集運搬車両における BDF 使用量（l）× 軽油の標準発熱量（MJ/l）× 軽油の CO2排出係数（tCO2/MJ）

・BDF と軽油の標準発熱量はほぼ等しいと見なし、BDF の使用により削減された軽油の量に排出係数を乗じて温室効

果ガス排出削減量を計算。 

 
○ 温室効果ガス削減量（試算結果） 

①BDF 使用量 
（l/年） 

②軽油標準発熱量 
（MJ/l） 

③軽油排出係数 
（tCO2/MJ） 

削減量（tCO2） 
①×②×③ 

150,000 37.7 68.7×10-6 1,424 
・BDF 使用量は削減量の試算用に設定した値であり、前頁の事例の実績値を表すものでは

ありません。 
・発熱量及び排出係数の出典：環境省，温室効果ガス排出量算定に関する検討結果 第１部 

 

④ その他特記事項 
・ BDF を 100%の濃度で使用する場合には軽油取引税が課税されないため、軽油と混合する場

合と比べてコスト面で有利となります。 

・ 既存のディーゼル車であれば、車両の改造なしに BDF を使用することができますが、ゴム・

樹脂部品の膨張・劣化やスラッジの発生等の不具合が報告されているため、必要に応じて車

両の改造や定期的なメンテナンスを検討することが必要となります。 

・ BDF 製造事業を行うにあたっては、原料となる廃食用油等の仕入先の確保が重要な課題とな

ります。また、仕入れ費用や運搬コストを含めたトータルの製造コストについて総合的に検

討する必要があります。 

 



 
対策１０．バイオマス燃料の使用 

 －37－

(２) バイオエタノール 

① 対策の概要 
バイオディーゼルと同様、バイオマスから製造されるバイオエタノールの燃焼に伴い発生する

二酸化炭素は温室効果ガスの排出として計上しないため（カーボン・ニュートラル）、収集運搬

車両（ガソリン車）の燃料にバイオエタノールを使用することで、温室効果ガス排出量を削減す

ることができます。 

品確法に基づき、ガソリンへのバイオエタノール混合割合は上限 3%と定められており、2008
年 4 月現在、首都圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）及び大阪府にてバイオエタノールが

混合されたガソリンが販売されています。この濃度範囲であれば、車両の改造を行うことなくバ

イオエタノール混合ガソリンを使用することができます。 

② 対策導入事例 
【首都圏】 
・首都圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）

の 50 ヶ所のガソリンスタンドにて、「バイオ

ガソリン」として、バイオエタノールとイソ

ブテンを化合して製造した ETBE を 7%混合

したガソリン（ETBE-7）が販売されている。

販売価格はレギュラーガソリンと同程度と

なっている。 
・2008 年度中に販売 SS を 100 ヶ所に拡大し、

2010 年度中には全国展開する予定。 

【大阪府】 
・大阪府（一部兵庫県）内の 6 ヶ所のガソリン

スタンドにて、事前に登録した事業者を対象

に、バイオエタノール 3%混合ガソリン（E3）
が販売されている。販売価格はレギュラーガ

ソリンと同程度となっている。 
・廃木材から製造されたバイオエタノール（バ

イオエタノール･ジャパン･関西）をガソリン

に直接混合する方式が用いられている。 
・今後、供給ガソリンスタンドを増設予定。 

出典：石油連盟ホームページ 出典：大阪府ホームページ

③ 温室効果ガス削減効果 
バイオエタノールの使用による温室効果ガス排出削減効果は、バイオエタノールの熱量と等量

のガソリンが削減されると見なし、バイオエタノール使用量を用いて以下の計算式で算定します。

下記条件の場合、年間で 1 台あたり約 0.22（tCO2）の温室効果ガス排量が削減されます。 

 
温室効果ガス排出削減量（tCO2）＝ 

収集運搬車両におけるガソリン使用量（l）×｛1 － ガソリン使用量補正係数 ×（1 － バイオエタノール濃度）｝

× ガソリンの標準発熱量（MJ/l）× ガソリン CO2排出係数（tCO2/MJ）

・バイオエタノールの使用により削減されたガソリンの量に排出係数を乗じて温室効果ガス排出削減量を計算。 
・ガソリン使用量補正係数：バイオエタノール混合ガソリンと通常ガソリンの燃費差を考慮するための係数。ここで

は、通常ガソリンの発熱量を E3 ガソリンの発熱量で除して近似的に算定。 

 
○ 温室効果ガス削減量（試算結果） 
①走行距離 
（km/年/台） 

②平均燃費 
（km/l） 

③ガソリン 
発熱量（MJ/l）

④E3 発熱量 
（MJ/l） 

⑤バイオエタ 
ノール濃度 

⑥ガソリン排出 
係数（tCO2/MJ） 

削減量 
（tCO2） 

20,000 4.0 34.6 34.2 0.03 67.1×10-6 0.22
・発熱量及び排出係数の出典：環境省，温室効果ガス排出量算定に関する検討結果 第１部 
・E3 ガソリン発熱量の出典：環境省，再生可能燃料利用推進会議資料，2004 年 
・削減量は、① ÷ ② ×｛1 － ③ ÷ ④ ×（1 － ⑤）｝× ③ × ⑥ より計算。 

 

④ その他特記事項 
・ 収集運搬車（ガソリン車）以外の車両（営業用乗用車や構内車等）でバイオエタノールを使

用することで、同様に温室効果ガス排出量を削減することができます。 
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対策１１．省エネルギー行動の実践 

① 対策の概要 
事務所やオフィスの照明、空調、給湯、動力等における電気及び燃料の使用に伴い、温室効果

ガスが排出されています。これらの活動を見直し、事務所やオフィスにおける省エネルギー行動

を実践して電気及び燃料使用量を抑制することにより、温室効果ガス排出量を削減することがで

きます。 

② 対策導入事例（対策実施例） 
事務所やオフィスで実践可能な省エネルギー行動として、例えば、以下の取り組みがあります。 

・ クールビズの推進（夏季の冷房温度を 28 度に設定） 

・ ウォームビズの推進（冬季の暖房温度を 20 度に設定） 
・ 使用していない部屋・設備の消灯の徹底、昼休みの消灯の徹底 

・ 使用していないパソコンの電源オフ 

・ 節水の徹底 
・ 環境省チームマイナス 6%への参加（http://www.team-6.jp/） 

・ 従業員による環境家計簿の利用 

③ 温室効果ガス削減効果 
例えば、１年間で 2,000×103（kWh）の電気を使用する事務所において、省エネルギー行動の

実践により電気使用量を 10%削減した場合、年間で約 110（tCO2）の温室効果ガス排出量が削減

されます。 

 
温室効果ガス排出削減量（tCO2）＝ 

（対策前の電気使用量（kWh） － 対策後の電気使用量（kWh））× 電気の CO2排出係数（tCO2/kWh）
＋（対策前の燃料使用量（MJ） － 対策後の燃料使用量（MJ））× 燃料の CO2排出係数（tCO2/MJ）

・省エネルギー行動の実践による電気及び燃料削減量に排出係数を乗じて温室効果ガス排出削減量を計算。 
・削減した燃料の種類ごとに温室効果ガス排出削減量を計算。 

 
○ 温室効果ガス削減量（試算結果） 

電気使用量（kWh） ③排出係数 
（tCO2/kWh） 

削減量（tCO2）

（①－②）× ③①対策前 ②対策後 
2,000×103 1,800×103 0.555×10-3 110

・排出係数の出典：地球温暖化対策推進法施行令 

④ その他特記事項 
・ 事務所やオフィスにおける電気及び燃料の使用に伴う温室効果ガス排出は、「民生部門」に分

類されます。現在の自主行動計画では、会員における民生部門の温室効果ガス排出実態を把

握できないため、民生部門排出を温室効果ガス排出抑制目標の対象としていませんが、目標

の有無に関わらず、排出量の削減に向けて努力することとしています。今後、エネルギー使

用実態や対策導入状況を調査し、民生部門の削減目標の策定について検討する予定です。 
・ 産業廃棄物処理業に特有の民生部門排出として、中間処理施設及び最終処分場における電気

及び燃料使用（構内車両含む）や、焼却炉における助燃剤の使用等があります。これらの排

出源についても同様に実態調査を行い、削減目標の策定について検討する予定です。 
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対策１２．省エネルギー機器への買い替え 

① 対策の概要 
事務所やオフィスに省エネルギー機器やエネルギー管理システムを導入し、電気及び燃料の使

用量を抑制することにより、温室効果ガス排出量を削減することができます。 

 

② 対策導入事例（対策実施例） 
事務所やオフィスで導入可能な省エネルギー機器及びエネルギー管理システムとして、例えば、

以下の事例があります。 

 
・ 高効率給湯器（CO2冷媒ヒートポンプ、潜熱回収型給湯器） 
・ 業務用高効率空調機（氷蓄熱式空調システム等） 

・ コージェネレーションシステム・燃料電池 

・ 高効率照明（LED 照明）、電球型蛍光灯 
・ 太陽光発電設備、風力発電設備 

・ トイレ等の人感センサー 

・ 低燃費型建設機械、バッテリー型フォークリフト 
・ BEMS（ビル用エネルギー管理システム） 

・ 民生用バイオマス由来燃料の導入 

 

③ 温室効果ガス削減効果 
・ 「対策１１．省エネルギー行動の実践」と同様のため省略。 

 

④ その他特記事項 
・ 「対策１１．省エネルギー行動の実践」と同様のため省略。 
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○ 事例ご提供会社（事例掲載順） 
・ 株式会社リサイクル・ピア 

・ 加山興業株式会社 

・ バイオエタノール・ジャパン・関西株式会社 

・ バイオエナジー株式会社 

・ 市原バイオテック株式会社 

・ 株式会社姫路環境開発 

・ 株式会社カムテックス 

・ 株式会社市原ニューエナジー 

・ 奥羽クリーンテクノロジー株式会社・三機工業株式会社 

・ エコシステム千葉株式会社 

・ ひめゆり総業株式会社 

・ 大栄環境株式会社・和泉リサイクル環境公園 

・ ミヤマ株式会社 

・ ユニクル株式会社 

・ 株式会社リバイブ 

・ 株式会社太陽産商 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 



 
 

 －41－

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

産業廃棄物処理業の地球温暖化対策事例集 
－全国産業廃棄物連合会 環境自主行動計画の実践に向けて－ 

 
社団法人 全国産業廃棄物連合会 

 
Tel.03-3224-0811（代）  Fax.03-3224-0820 

〒106-0032 東京都港区六本木 3-1-17 第 2AB ビル 4F 
http://www.zensanpairen.or.jp/ 

※ 無断複写・転載を禁じます 






